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支配株主等に関する事項について 

当社の支配株主等に関する事項は、以下のとおりとなりますので、お知らせいたします。 

 

１．親会社の商号等 

（平成 24年 3月 31日現在） 

名称 属性 
親会社等の議決権所有割合（％） 発行する株券が 

上場されている金融商品取引所等 
直接所有分 合算対象分 計 

日本電信電話㈱ 親会社 ０．０％ ５６．９％ ５６．９％ 

㈱東京証券取引所 市場第一部 

㈱大阪証券取引所 市場第一部 

㈱名古屋証券取引所 市場第一部 

証券会員制法人福岡証券取引所 

証券会員制法人札幌証券取引所 

ニューヨーク証券取引所（アメリカ） 

ロンドン証券取引所（イギリス） 

㈱エヌ・ティ・

ティ・データ 
親会社 ４６．８％ ０．０％ ４６．８％ ㈱東京証券取引所 市場第一部 

 

２．親会社等のうち、上場会社に与える影響が最も大きいと認められる会社の名称及びその理由 

商号 ㈱エヌ・ティ・ティ・データ 

その理由 
㈱エヌ･ティ･ティ･データは当社の株式を 11,600 株（議決権行使比率 46.8%)を直接保有

しており、実質的な影響力を持っているため。 

 

３．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社との関係 

当社の支配株主は、株式会社エヌ・ティ・ティ・データ（以下、「ＮＴＴデータ」という。）でありま

す。ＮＴＴデータの議決権所有割合は、現在46.8%であり、当社の親会社であります。また、ＮＴＴ デ

ータの支配株主はその親会社である日本電信電話株式会社（以下、「ＮＴＴ」という。）であります。 

なお、平成23年11月30日付けにて実施いたしましたNTTの子会社たる株式会社エヌ・ティ・ティ・ド

コモを割当先とした第三者割当増資により、ＮＴＴデータの議決権比率が52.1％から46.8％に変動して

おりますが、実質的な支配基準により同社が当社の親会社であることに変更はありません。また、当該

第三者割当により、ＮＴＴによる間接所有の議決権所有割合が52.1％から56.9％に変動しております。 

 

ＮＴＴを中心とするＮＴＴグループは、地域通信事業、長距離・国際通信事業、移動通信事業及びデ

ータ通信事業を主な事業内容としています。また、ＮＴＴグループに属するＮＴＴデータを中心とする

ＮＴＴデータグループは、パブリック＆フィナンシャルカンパニー、エンタープライズＩＴサービスカ



ンパニー及びソリューション＆テクノロジーカンパニーの３つのカンパニーによる事業活動を営んで

おります。 

当社は、ＮＴＴデータグループにおけるエンタープライズＩＴサービスカンパニーに属しており、Web

システム構築のための汎用化した商用フレームワーク及び業務コンポーネント群等を開発しパッケー

ジソフト「intra-mart」として販売しているほか、「intra-mart」を利用したWebシステム構築に関する

コンサルティング及びシステム開発等を行っており、他の事業分野を担うＮＴＴデータグループ各社と

相互に連携しながら事業を進めております。 

また、幅広い経営的視点を取り入れるため、ＮＴＴデータの従業員（１名）が当社の社外取締役に、

当社の経営監視体制を充実させるため、ＮＴＴデータの従業員（１名）が当社の社外監査役に就任して

おります。 

なお当社は、自ら経営責任を負って、独立して事業経営を行っておりますが、当社の事業運営におけ

る重要な問題については、ＮＴＴデータに対する報告を行っております。 

（役員の状況） 

役職 氏名 親会社又はその他関係会社での役職 就任理由 

取締役 山口 重樹 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ 

法人コンサルティング＆マーケティン

グ本部長 

幅広い経営的視点を取り入れるため、

当社より就任を依頼 

監査役 大西 浩之 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ 

エンタープライズITサービス事業推進

部 部長 

当社の経営監視体制を充実させるた

め、当社より就任を依頼 

 

４．親会社等との取引に関する事項（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 
 

種類 会社等の名称又
は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 

（千円） 科目 期末残高 
（千円） 

親会社 

日本電信電話㈱ 
東京都 

千代田区 
937,950 

情報サー

ビス業 

（被所有） 

間接 56.9 

当社製品の

販売、システ

ム開発 

サービスの

提供 
32,700 売掛金 34,335 

㈱エヌ・ティ・

ティ・データ 

東京都 

江東区 
142,520 

情報サー

ビス業 

（被所有） 

直接 46.8 

当社製品の

販売、システ

ム開発 

資金の払戻 403,671 
関係会社

預け金 

 

－ 
受取利息 

（注） 
638 

製品の販売

及びサービ

スの提供 

239,472 売掛金 38,833 

（注）資金の貸付については、市場金利を勘案して合理的に利率を決定しております。 

 

 ５．親会社等との取引等を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況 

    当社は、各種社内規程において、ＮＴＴデータグループか否かにかかわらず、個別の取引条件につい

ては他の企業同様、全て規程に則り手続きし、決定しております。 

 

以   上 

 


